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社会保険等への加入対策の強化について 

（目的） 

社会保険等への加入対策を強化することにより、技能労働者の処遇の向上を図り、建設産業の

持続的な発展に必要な人材の確保に繋げるとともに、法定福利費を適正に負担する建設業者によ

る公平で健全な競争環境の構築を促進する。 

 

（平成 27年 4 月 1日以降から適用） 

すべての県発注工事において、社会保険等未加入の業者を元請から排除。 

下請総額 3,000万円（建築一式工事は 4,500万円）以上の建設工事を対象に、社会保険等未加

入の業者との下請契約を原則禁止。（一次下請まで） 

 

（平成 29年４月 1日以降から適用）） 

すべての建設工事（下請総額の制限を撤廃）を対象に、社会保険等未加入業者との下請契約を

原則禁止。（一次下請まで） 

 

（平成 31年４月 1日以降から適用） 

すべての建設工事を対象に、社会保険等未加入業者と下請契約原則禁止。（二次以下の請業者

も対象） 

・ 未加入の下請業者に対しては元請業者が指導 

・ 下請業者が加入しない場合、元請業者に入札参資格停止（１か月）の措置を実施 

※ 元請業者が加入指導を行う未加入業者、元請業者が資格停止となる場合の未加入業者が、一

次下請からすべての下請業者に拡大されることになりました。 

 

 

 
 
 
 
※ 社会保険等とは 

① 雇用保険 

労働者の失業が生じた場合、労働者が職に関する教育訓練を受けた場合等に、必要応じて

保険を給付 

② 健康保険 

労働者又はその被扶養者の業務災害以外の疾病、負傷、死亡、出産について、保険を給付 

③ 厚生年金保険 

労働者の老齢、障害死亡により所得を喪失した場合等に、本人及び家族の生活保障のため、

保険を給付 

 

※ 法令の規定等により、社会保険へ加入が適用除外となっている事業者もあります。 

 
（令和２年10月1日以降から適用）
 
　建設業法改正に伴い、令和２年10月１日以降の建設業許可申請（更新を含む）については、
「適切な社会保険に加入していること」が許可要件となりました。
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監督処分について

指示処分

営業停止処分

その他の処分等について
　

許可取消処分

　

営業の禁止

処分の公表について

※平成２７年４月１日より、「役員」の範囲が「役員等」に拡大され、これまでの取締役に加え、相談役、顧問

及び総株主の議決権の１００分の５以上を有する株主等、法人に対し取締役と同等以上の支配力を有する

者が含まれることになり、この「役員等」も上記処分の対象となり得ることになりました。

　建設業者が建設業法や他の関係法令等に違反した場合や不誠実な行為等を行った場合には、監督処
分の対象となります。処分には、「指示処分」「営業停止処分」があります。

　監督処分等を行った場合、監督行政庁で「建設業者監督処分簿」を備え付け閲覧に供します。また、県報
に登載したり、報道機関に情報提供したりすることがあります。（建設業法第２９条の５）

　「指示処分」とは、建設業者の法令違反や不適正な事実の是正のため、建設業者が具体的にとるべき措
置を命ずる行政命令です。（建設業法第２８条第１項）

　「営業停止処分」とは、建設業者に対し、１年以内の期間を定めてその営業の全部又は一部の停止を命
ずる行政命令です。営業停止処分は、建設業者の行為の内容等から判断して、指示処分では十分でない
場合や建設業者が指示処分に従わない場合等に行われます。（建設業法第２８条第３項）

　「許可取消処分」とは、建設業者が有する建設業の許可を取り消すことをいいます。許可取消処分は、建
設業者が許可要件を満たさなくなった場合や重大な不正行為を行った場合等に行われます。（建設業法第
２９条、第２９条の２）

　建設業者に対して営業の停止を命ずる場合、その者が法人であるときはその役員等及び相当の責任を有
する営業所長等、個人であるときはその者及び相当の責任を有する支配人（処分日の前６０日以内におい
て役員等、営業所長、支配人等であつた者を含む。）に対して、停止を命ずる範囲の営業について、停止を
命ずる期間と同じ期間を定めて、新たに営業を開始すること及び停止を命ずる範囲の営業を目的とする法
人の役員になることを禁止します。（建設業法第２９条の４第１項）

　第２９条第１項第７号又は第８号により許可を取り消す場合、建設業者が法人であるときはその役員等及び
相当の責任を有する営業所長等、個人であるときは相当の責任を有する支配人に対して、取り消される建
設業について、５年間、新たに営業を開始することを禁止します。（建設業法第２９条の４第２項）
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建設業者の不正行為等に対する監督処分の基準の改正につ
いて

　 令和２年10月１日に改正建設業法が施行され、国において『建設業者の不正行為等に対する
監督処分の基準』を改正したことに伴い、和歌山県の監督処分基準について改正しました。
　 主な改正内容は次のとおりです。

【主な改正内容】
①不正行為等を行った企業に合併等があったときの監督処分について
　不正行為等を行った建設業者（以下「行為者」という。）が、不正行為等の後に法第17条の２の
規定による建設業の譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割を行った場合又は法第17条の３の
規定による相続をした場合は、行為者の建設業者としての地位を承継した建設業者（以下「承継
者」という。）に対して監督処分を行うこととする。
　また、行為者の営業を同法第17条の２又は同法17条の３の規定によらずに承継した場合で
あっても、承継者の建設業の営業が、行為者の建設業の営業と継続性及び同一性を有すると
認められるときは、行為者が当該建設業を廃業している場合には、承継者に対して監督処分を
行い、行為者及び承継者がともに当該建設業を営んでいる場合には、両者に対して監督処分を
行うこととする。

②建設業法第19条の５の規定に違反する行為を行ったとき
　注文者が建設業者であって、通常必要と認められる期間に比べ著しく短い期間を工期とした下
請契約を締結した場合において、特に必要があると認めるときは、当該建設業者に対して必要
な勧告を行うこととし、正当な理由がなく勧告に従わない場合は、指示処分を行うこととする。

③建設業者が建設工事を適切に施工しなかったことにより生じた公衆危害の原因が、建設資材
に起因すると認められる場合は、必要に応じて指示処分を行うこととする。

④上位下請が指導監督的な実務経験を持つ主任技術者を専任で配置することで下位の下請の
主任技術者の配置が不要となる「特定専門工事」制度を採用した場合は、主任技術者・監理技
術者を配置しないことで課される営業停止処分の対象外となる。

⑤無許可業者に対する監督処分の基準について、建設業法第28条第２項各号に該当する不正
行為等があった場合の基本的な考え方などを示した。
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様式第二十五号の十四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード 整理番号

許可年月日

許可年月日

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人

1.一般

2.特定
）（

解

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ １

月 日

月

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書
経営規模等評価再審査申立書
総 合 評 定 値 請 求 書

令和　　　年　　　月　　　日

 地方整備局長
 北海道開発局長

和歌山県知事 殿 印

項 番 請求年月日
3 5 9 10 15 20

申 請 年 月 日 ０ １ 令和 年 月 日 令和

3 5 10 11 15

－年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

０ ２
大臣

コード
国土交通大臣

知事 知事
許可 （

般
－ ）第

特
号 令和 年

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

０ ３
大臣

コード
国土交通大臣

日
知事 知事 特

3 5 10 11 15

許可 （
般

－ ）第

日

3

3 5

年

月

号 令和

申 請 等 の 区 分 ０ ５

年

5

処 理 の 区 分 ０ ６

審 査 基 準 日 ０ ４ 令和

法 人 又 は 個 人 の 別 ０ ７

3

3 4

（ ）
,,

3 5 10 15

,
20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ８

23 25 30 35 40

商 号 又 は 名 称 ０ ９

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

3 5 10 15 20

代表者又は個人の 氏名
の フ リ ガ ナ

１ ０

3 5 10

3 5

主たる営業所の所 在地

市 区 町 村 コ ー ド
１ ２

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

１ １

3 5 10 15 20

主たる営業所の所 在地 １ ３

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

郵 便 番 号 １ ４ － 電 話 番 号

土 建 大 左 と 石 屋 電 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ 通 消 清

3 5 10 15 20 25 30

絶 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

１ ５

3 5 10 15 20 25 30

経 営 規 模 等 評 価 等
対 象 建 設 業

１ ６

5 10

（千円）

14 15 20 25
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別紙二

月 日

月

年

年 月

講

習

受

講

技　術　職　員　名　簿

CPD単位
取得数

頁

通番
業種

コード

有資格

区分

コード

（用紙Ａ４）

２ ０ ０ ０ ５

項 番 3 5

頁 数 8 １

１ 8 ２

業種

コード

新

規

掲

載

者

氏　　　　　名

講

習

受

講

生　年　月　日

審査

基準日

現在の

満年齢

有資格

区分

コード

3 5 10

３ 8 ２

２ 8 ２年 月 日

日年

５ 8 ２

４ 年 8 ２日

日

月

年 月

７ 8 ２

６ 年 8 ２日

日

月

年 月

９ 8 ２

８ 年 8 ２日

日

月

年 月

日

12 8 ２

11 8 ２

10 8 ２年 月

年

年 月 日

月 日

14 8 ２

13 年 月 8 ２日

日

16 8 ２年

日15 年 月 8 ２

月 日

8 ２日

18 8 ２

17 年 月

年 月 日

日19 8 ２年 月

年 月

22 8 ２

21

日

8 ２

20 8 ２

日

年 月

年 月

日

24 8 ２

23 8 ２日年 月

年 月 日

8 ２

26 8 ２

25 年 月

年 月

日

日

28 8 ２

27 8 ２日年 月

年 月 日

8 ２

30 8 ２

29

月

年 月

年

日

日

監理技術者資格者証
交付番号
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別紙三

労働福祉の状況

建設業の営業継続の状況

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

建設機械の保有状況

国際標準化機構が定めた規格による登録の状況

若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況

知識及び技術又は技能の向上に関する取組の状況

ＩＳＯ１４００１の登録の有無 ５ ８

ＩＳＯ９００１の登録の有無

15

10 20

５ ７

６

3

3

５ １

５ ４

５ ３

再生計画又は更生計画認可日

民事再生法又は会社更生法の適用の有無 ４

10

,

防災協定の締結の有無 ４

令和

,

,

5

3

3

3

3

（人）

,

3

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ６

４ ７営業年数

3

８

４０ ０ ０

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

その他の審査項目（社会性等）

（用紙Ａ４）

厚生年金保険加入の有無

雇用保険加入の有無 ４ １

項 番 3

２

４

健康保険加入の有無 ４ ２

３

3

3

営業停止処分の有無 ５ ０

監査の受審状況 ２５

3

指示処分の有無

５

3

3

3

建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ４

3

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４

3

９

審査対象事業年度の前審査対象 事業 年度

’ ’ ’

(千円) (千円)（千円）

5

’ ’ ’

建設機械の所有及びリース台数 ５

3

５

公認会計士等の数

5

二級登録経理試験合格者等の数

5

５研究開発費（２期平均）

〔1.有、2.無 〕

  1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
  3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

（年）

審 査 対 象 事 業 年 度

備考（組織変更等）初めて許可（登録）を受けた年月日

     年     月     日

   年     月     日 年　　　　か月

再生手続又は更生手続終結決定日

令和

5

     年     月     日令和

休業等期間
昭和

平成

令和

〔1.有、2.無 〕

再生手続又は更生手続開始決定日

   年     月     日

〔1.有、2.無 〕

（台）

,

〔1.有、2.無 〕

〔1.有、2.無 〕

（人）

若年技術職員の割合(Ｂ／Ａ)

(人) (人)

3 技 術 職 員 数 ( Ａ )

新規若年技術職員の割合(Ｃ／Ａ)

CPD単位取得数 ６ １
,

若 年 技 術 職 員 数 ( Ｂ )

新規若年技術職員数(Ｃ)

(人)

3

3 5 10 11

若年技術職員の継続的な育成及び確保 ５ ９ 〔1.該当、2.非該当 〕

〔1.該当、2.非該当 〕新規若年技術職員の育成及び確保 ６ ０

（人）

3 5 9

技術者数（単位）
,,

控除対象者数（人）
,

（人）
技能レベル
向上者数

６ ２
,

技能者数

15

（人）
,

- 19 -



- 20 -



2
3 4 1

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001310003.pdf
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18 3 3 2
1.

5

2.
5

3.

1060 18 3 3 2

5 3 31 29 3 31

5
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3 2021 5 1 2 2020 12 31
(1) 30 2018 8 1 1
(2) 10 1998 8 1
(3) 2020 8

2 10 19
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2 4 1
4 3

4 3 2
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A 1,000 700 660 690

W

B 880 999 600 699 520 659 580 689

C 750 879 599 519 579

D 749
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